
Title マーシャル経済学における外国貿易と安全保障

Author(s) 山本, 崇史

Citation 地域経済経営ネットワーク研究センター年報, 9, 46-48

Issue Date 2020-03-30

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/78861

Type departmental bulletin paper

File Information 100_REBN_09_046.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



＜第 3回研究会報告書＞

マーシャル経済学における外国貿易と安全保障

山本　崇史

はじめに

本報告の目的は，自由貿易論において，友好
国が連携を図って国民の安全を保障し，そして
人間の生命や生活の保全に重点が置かれるとい
う意味での安全保障がどのように論じられたの
か，を明らかにすることだった。この目的のた
めに，19世紀後半から 20世紀前半のイギリス
における代表的な経済学者であり，また外国貿
易に関する文献をいくつも残した A.マーシャ
ルの議論に焦点を当てた。そして彼の議論を通
して，農業や防衛の点から見た安全保障と外国
貿易との関連性を考察した。

Ⅰ　�関税改革論争におけるマーシャル自由貿易
論の基本的性格

マーシャルは，関税改革論争に際して 1903

年に，「国際貿易の財政政策に関する覚え書」
を執筆した。この文献において彼は，輸入税の
転嫁の問題，輸入税が雇用や賃金に及ぼす影
響，イギリスの産業上の主導権の展望，本国と
植民地間のさらなる連帯などを論じている。こ
うした論点を踏まえてマーシャルは最終的に，
イギリスには保護関税や特恵関税は必要ないと
論じている。

Ⅱ　アングロ・サクソンダム連合

われわれはマーシャルのアングロ・サクソン
ダム連合概念に，外国貿易とイギリス帝国統

一・帝国防衛との関係，それ故に彼の貿易政策
論における安全保障の位置づけの一端を見出す
ことができる。
本報告は，先行研究やドーソン編『戦後の諸
問題』に収録された「戦後の国民課税」（1917）
などの文献を踏まえて，以下のようにアング
ロ・サクソンダム連合を把握した。つまりアン
グロ・サクソンダム連合は，自由貿易を念頭に
した概念，経済上の側面よりも政治・防衛・精
神上の側面に重きを置いた概念，さらには帝国
には含まれないアメリカを含む概念である，と
いう把握である。
こうしたアングロ・サクソンダム連合概念か
ら，アメリカを友好的な国家として取り入れよ
うとするマーシャルの帝国観を垣間見ることが
可能である。また，地理的に近いアメリカから
の脅威を退け，加えて安定的な農産物輸入が可
能となる，というマーシャルの期待も読み取る
ことができるだろう。

Ⅲ　�第一次大戦期のマーシャルの外国貿易論　
－「戦後の国民課税」に即して－
本報告では，従来はそれほど考察対象とされ
なかった「戦後の国民課税」の議論，とりわけ
新しい世界状況下での関税や外国貿易を論じた
箇所（Marshall （1917） 1918, 329-45）に注目し
た。

（1）輸入税の一般的性質
マーシャルは，不利な供給源への移行，供給
費用の上昇，さらなる輸入税賦課への誘引，特
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定産業に限定される経済的利益，交易条件の有
利化の非現実性，租税負担の外国人への大幅な
転嫁の不確実性などの観点に基づき，20世紀
初頭と同様に輸入税の導入に否定的だった。

（2）輸入税が租税収入や自国産業に及ぼす影響
マーシャルは，イギリス産業の加工貿易への

傾倒，小規模な産業地区形成による経済成長，
政治に対する不当な圧力などの観点から，イギ
リスへの保護関税導入に否定的だった。
また彼は，租税収入だけを念頭に置いた場合

には，課税対象を完成財や半完成財にするより
も原材料にした方が，プラスの結果が生まれる
と理解した。ただし，原材料への課税が完成財
の生産コストを引き上げて競争力を低下させる
ため，そうした課税も最終的には擁護されてい
ない。

（3）保護関税による産業再発展の可能性
すでにドイツやアメリカに追い越されてし
まった比較的新しいイギリスの基幹的産業（染
料産業や電気産業など）を再発展させる方策と
して，マーシャルは精神的資本（企業心や科学
上の能力などの高い能力）や物的資本の継続的
な投資，並びにその投資の有効な手段として，
関連する製造業者や貿易業者による小規模な自
発的連合を論じた。そして，それらを促す財源
となるのは補助金だった。他方で，そうした産
業の発展に適した科学上の仕事や研究の財源と
して，マーシャルは関税にも一定の理解を示し
た。それでも，基本線にあったのは関税以外の
手段だった。
「戦後の国民課税」では，戦争という特例の
状況下であるとはいえ，イギリスの比較的新し
い基幹的産業を育成する目的での関税を完全に
否定することは無かった。20世紀初頭の関税
論とは異なるこのような論点は，マーシャルの
外国貿易論における産業育成の位置づけを理解
する上で，新たな視点を提供するものとして注
目に値する。

（4）国防の観点に基づく輸入税
戦争に付随して必要となる，食糧の安定的な
供給の保護という安全保障の観点から，国内農
業を支援することにマーシャルは理解を示し
た。そして，戦争を踏まえて穀物を可能な限り
生産・備蓄することを論じた。それでもなお，
そうした行為を効果的に果たす手段は保護関税
ではなく，国内農業の発展を企図した租税や補
助金だった。
こうした背景には，穀物に対する保護関税が
国内農業育成に及ぼす明確な効果が不明瞭であ
るという認識があったように思われる。

（5）特恵関税が諸国に及ぼす影響
マーシャルは，帝国内諸国間の連帯を一層強
化するために特恵関税が必要であるという主張
とは対照的に，大戦を経験してもなお国際的連
帯の維持・強化のためには自由貿易こそが重要
であるという見解を示した。
マーシャルは以下のような点を挙げて，特恵
関税導入に反対している。第一に，穀物に対す
る特恵関税が上手くいくのは容易ではない。な
ぜなら，特恵関税において帝国産穀物が外国産
穀物よりも低い税率で課税される場合に，結局
のところ自国の人々はその関税分だけ以前より
も高い価格を支払うことになるからである。第
二に，特恵という贈り物には返礼を伴うことが
事態を複雑にし，さらには特恵がそれを与えら
れる国の内部に不和を引き起こす。こうした点
は，関税が帝国の安全や防衛に与える悪影響と
言えるものである。
また彼は，特恵関税や保護関税を道徳的・政
治的側面からも考察した。つまり，関税によっ
てドイツを犠牲にしてイギリス帝国が利益を得
ることに注意を促し，そして保護貿易導入に関
しては経済的に進んだ本国以上に保護領の利益
に重点を置くことを主張した。総じて彼は，イ
ギリス帝国への特恵関税および保護関税の導入
に慎重な立場を崩さなかった。
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おわりに

以上のようなマーシャルの外国貿易論から，
われわれは以下の点を学ぶことができるだろ
う。第一に，自由貿易と国内農業育成との両立
可能性について，関税ではなく，租税や補助金
による国内での再分配政策を通じた農業支援が
効果的である。また，自由貿易下においても，
戦争などの緊急時に対応するための食糧供給手
段は不可欠であり，国内での食糧備蓄をせずに
外国産食糧に全て依存することにはならない。
第二に，自由貿易と国家の防衛や安全との関

連については，差別的な関税が国際対立を刺激
する点が挙げられる。また，アングロ・サクソ
ンダム連合構想においても，その連合目的は経
済的利益の保持・獲得以上に，防衛・政治・精

神上の利益の保持・獲得，アメリカを念頭にし
た言語や価値観が共通する国々の連帯による国
際対立の低下にあったと言えよう。こうして，
国家の防衛や安全に寄与するのは，関税よりも
自由貿易であるという理解が導出される。
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